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1.静岡銀行の防災について（１）

・全店耐震化、本社・コンピューター

センターの免震化

・全店に自家発電装置設置

・沿岸部拠点の津波避難ビル化

・現場力向上訓練

（本部指示を待たない

初動判断）

・銀行業務継続訓練

・安否確認訓練

・避難誘導訓練

役職員の自

助・共助意識

の啓発

・地域防災・災害

復旧に資する

取組み

・地域と連携した

具体的な活動、

訓練への参加

・これまで銀行業務継続訓練、安否確認等の初動対応訓練を中心に行ってきましたが、最近時は「南海トラフ地震臨時
情報」を想定した実践的な訓練や、役職員の意識面強化を図る取り組みを行っています
・今後は弊行だけでなく、地域の関係機関・関係者とも連携しながら「地域防災力向上」や「災害復旧支援」につながる
取組みを考えています

ハード

ソフト

ハート

コミュニティー

地域共創



1.静岡銀行の防災について（２）

非常事態対策要綱において、「人命尊重」、「業務継続」、「共助」について、以下のように定めています。



2.最近時の取組み

•県社協主催「災害支援活動を行う県

域団体との情報交換会」メンバー参加

•静岡県・静岡県ボランティア協会・静岡

県社会福祉協議会との協定

• NTTドコモとの協定、共同防災訓練

•山梨中央銀行・名古屋銀行との「3行

アライアンス」

•安否確認訓練、大規模災害を想定し

た開店可否判断訓練

•各拠点毎のハザードに基づいた「従業員

とお客さまを守る命のマニュアル」を策定

•預金払戻訓練等を年2回実施

•防災資機材点検、操作方法確認（自

家発電機の全店設置）

•従業員用の備蓄品強化

•内閣府「『災害への備え』コラボレーショ

ン事業」賛同企業に採択

• 「水の架け橋ネットワーク」※の拡大

（吉田町、県内企業、山梨中央銀行、

名古屋銀行が参加）※アルミ缶入り

保存水の相互賃借システム

•避難誘導訓練（特に津波避難店を対

象とした救命胴衣着用訓練等）

•役職員とその家族向け「マイタイムライン」

作成

•各家庭レベルでの備蓄状況調査

•ＡＥＤ救命訓練
役職員の

自助意識

強化

共助の輪の

拡大

関係機関と

の連携

銀行業務

継続訓練



2024年9月、グループ全役職員を対象とした「『自助』実践レベルの調査」を実施。 個人での理解・実践レベルは改善の
余地あり。 本結果を今後の防災対応に活用する。（n=5,436）

「南海トラフ地震臨時情報」
の理解度

自宅の耐震化、家具・家電
の転倒防止

家庭での備蓄 地域の防災活動への参加

「南海トラフ地震臨時情報を理解
し、レベルに応じた防災対策を実
践できている」とした人の割合は
8％にとどまる。
各種災害情報を理解し「自分
事」として取り組むことが必要。

「できている」とした人の割合は
54％。命を守るために全家庭で
取組みが必要。
対策の必要性を理解し、行動に
移してもらうため、動画や具体的
な事例等を紹介していく。

「3日間の備蓄ができている」とした
人の割合は59％。
大規模災害では「公助」に限界が
あることから、引き続き各家庭での
「自助」実践を啓発していく。

「参加している」とした人の割合は
53％。「共助」による備えの重要
性について周知を図っていく。

３．役職員の自助意識強化

8％ 54％ 59％ 53％



４．共助の輪の拡大

【概要】

㈱UACJが運営する災害用備蓄飲料水の相互貸借システム。

飲料水はアルミボトル缶入りで賞味期限12年と長期保存可能。

大規模災害発生時には、本ネットワークを活用し、地域支援の
ための飲料水を提供していく。

【導入実績（弊行紹介実績）】

株式会社山梨中央銀行

株式会社名古屋銀行

山一金属株式会社

吉田町役場

損害保険ジャパン株式会社

はごろもフーズ株式会社

株式会社丸総

株式会社関本管工



５．防災訓練のレベルアップ（１）

2024年度下半期防災訓練計画

①目的 ・発災時における全役職員の初動対応力強化
⇒大規模災害発生時における被害の防止および軽減

・全役職員の「自助」「共助」の推進
⇒「意識面」プラス「行動面」での変容を促す

・阪神淡路大震災から30年
⇒あらためて耐震・家具の固定等「命を守る」基本姿勢を徹底

・SFGおよびBK子会社の業務特性を加味した業務継続訓練の継続・レベルアップ
⇒グループ全体のレジリエンス強化

・関係機関および地域企業との連携強化および訓練の共催、営業店の取組みの支援
⇒地域防災の中心としての役割を果たす

②実施期間 ２０２５年１月１7日（金）を中心に、1月中を訓練強化月間として展開



５．防災訓練のレベルアップ（２）

④「自助」「共助」強化のための新たな訓練メニュー案

分類 目的 訓練メニューの一例

「自助」「共助」推進ツール・コン
テンツ紹介

・防災知識の習得
・自己の実践レベルの認識

・「地域の災害リスク度診断サービス」
・備蓄・トイレ活用好事例集 等

体験型訓練による「行動面」強
化

・行動変容を促すきっかけ ・VR地震体験
・防災クイズ 等

地域・取引先との連携、共催 ・防災による地域共創 ・AED訓練等の地域開放（本部・営業店）
・友好企業本社・本部との共同防災訓練企画 等

③例年の訓練との相違点（新たな視点）

全役職員の「自助」「共助」の
推進

・2024年度上半期に実施した「役職員の『自助』実践レベルの調査」結果を分析。
特に、防災への関心が薄い層、取組みが実践できていない層、若年層に対する啓発
を強化し、「意識面」だけでなく「行動面」での変容を促す取組みを実施
【意識面】「無関心」から「自分事」に
【行動面】関心はあるが行動できていない人にはきっかけを提供

防災による地域共創 ・地域や関係機関から、地域防災の中心となる役割が期待されている
・関係機関および地域企業との連携強化、訓練共催を継続する他、営業店での地域
防災に資する取組みを支援する



５．防災訓練のレベルアップ（３）

本部 ｶﾝﾊﾟﾆｰ 営業店 LS/LC BS G会社

12 津波避難シェルター乗り込み訓練　（下田・焼津・相良） ●　※

9 AED・救命講習会 ● ● ● ●

11 【新規】VR地震体験 ● ● ● ● ● ●

10 AED確認訓練 ● ● ● ● ● ●

●　※

● ●

8
救命胴衣着用訓練
（津波避難対象店およびその建物内のグループ会社）

●　※ ●　※ ●　※

● ●

●　※

7 「従業員とお客さまを守る命のマニュアル」に基づく避難誘導訓練 ●

6 津波避難ビル扉開錠操作訓練　（下島、興津、蒲原、稲取、松崎） ●　※

●

5 ブロック単位の開店可否判断訓練（風水害シナリオ） ●

4 南海トラフ地震発生を想定した初動対応確認訓練 ●　※ ● ● ● ● ●

● ● ● ●

（３）衛星携帯電話（可搬型）情報伝達訓練 ●　※ ●　※

●

3

安否確認訓練
（１）ホットライン訓練

● ● ● ● ● ●

● ●

（２）NTT災害用伝言ダイヤル
     「171」の登録・再生訓練

● ●

初

動

対

応

訓

練

（

安

否

確

認

・

避

難

・

救

命

救

助

）

1 所属長のホットライン送信訓練 ● ● ● ● ●

分　類 No. 訓練名
対象　※は指定の部拠点または指定者のみ対象

●

2 全店一斉放送訓練



５．防災訓練のレベルアップ（４）

本部 ｶﾝﾊﾟﾆｰ 営業店 LS/LC BS G会社

東海四県金融機関相互扶助制度による寄託・受託訓練20 ●

●22 【グループ会社】大規模自然災害発生を想定した訓練計画の策定

19 海外拠点に係る訓練 ●　※ ●

貸金庫室扉解除方法確認訓練 ●21

15 公金事務訓練 ●

18 預金口座振替事務訓練 ●

16 手形交換事務訓練 ●

17 勘定照合、現金有高締上訓練 ●

災

害

時

の

業

務

継

続

訓

練

13 重要物品等の金庫格納訓練 ● ● ●

14 窓口事務・預金事務訓練 ●

● ● ●

分　類 No. 訓練名
対象　※は指定の部拠点または指定者のみ対象



５．防災訓練のレベルアップ（５）

本部 ｶﾝﾊﾟﾆｰ 営業店 LS/LC BS G会社

●　※ ●　※28 小型発電機・照明器具の稼働点検 ● ●　※ ●　※

27 自家発電機の手動操作訓練 ● ●　※ ●　※ ●　※

26 非常事態関係書類保管袋の内容点検

39 非常事態対策室設営訓練 ●　※

38 シャッター手動操作訓練 ● ●　※ ●　※ ●　※

●　※ ●　※ ●　※

●　※ ●　※

37 自家発電機の手動操作訓練 ● ●　※ ●　※

36 ブレーカー等電源設備の確認訓練 ● ●　※

●　※

34 非常事態関係書類保管袋の内容点検 ● ● ● ● ●

● ● ● ●　※

30 防災組織図の見直し ● ● ● ● ●

29 ブレーカー等電源設備の確認訓練 ● ●　※ ●　※ ●　※

●

● ● ●　※

● ● ● ● ●

24
業務用スマートフォン「Ｔｅａｃｈｍｅ　Ｂｉｚ」による非常事態発生時等の機器操
作手順確認

●

● ● ●

25 防災資機材点検 ● ●

災

害

時

の

機

器

・

機

材

点

検

23 災害用簡易トイレの組立訓練 ●　※ ● ●

33 防災資機材点検 ●

32
業務用スマートフォン「Ｔｅａｃｈｍｅ　Ｂｉｚ」による非常事態発生時等の機器操
作手順確認

●

31 ポスター・ステッカー等の点検 ●

35 小型発電機・照明器具の稼働点検 ● ●　※

分　類 No. 訓練名
対象　※は指定の部拠点または指定者のみ対象



５．防災訓練のレベルアップ（６）

本部 ｶﾝﾊﾟﾆｰ 営業店 LS/LC BS G会社

自

助

・

共

助

40 【継続】地域や関係機関との連携強化（意見交換、訓練参加等） ●

● ●

42 【新規】防災クイズ ● ● ● ● ● ●

41 【継続】役職員の「自助」実践レベル調査（各自がアンケート回答） ● ● ● ●

分　類 No. 訓練名
対象　※は指定の部拠点または指定者のみ対象



６.銀行業務継続訓練（１）

一人ひとりの安否確認メールへの返答内容をもとに、各店が
9時に開店可能かどうかを判断。

従来は個々の店舗から本部へ報告。
最近時の訓練では、店舗特性を踏まえ、ブロック単位で人
繰りや地理的条件を勘案し、業務継続可否を判断する報
告を実施。

【手順１】 ←自店が属するブロックを選択（都内店は報告対象外）

　検印者（M職、BE、AC、CPAC、BC） 　その他（C職、BS、ES等）

ｳﾁ
店舗鍵所持

窓口・出納
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

・為替
融資事務 その他

1 掛川支店 11 (5) 34 (5) (6) (3) (20)

2 掛川東支店(MP) 2 (2) 8 (3) (2) (0) (3)

3 大東支店 4 (4) 13 (4) (2) (1) (6)

4 菊川支店 6 (5) 18 (4) (3) (1) (10)

5 御前崎支店(MP) 3 (3) 5 (2) (2) (0) (1)

6 小笠支店(MP) 3 (3) 6 (2) (3) (0) (1)

7 御前崎中央支店 4 (4) 13 (4) (2) (1) (6)

8 -

9 -

10 -

11 -

12 -

33 (26) 97 (24) (20) (6) (47)

　検印者（M職、BE、AC、CPAC、BC） 　その他（C職、BS、ES等）

ｳﾁ
店舗鍵所持

窓口・出納
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

・為替
融資事務 その他

1 掛川支店 4 (2) 10 (3) (3) (1) (3)

2 掛川東支店(MP) 1 (1) 4 (2) (0) (0) (2)

3 大東支店 0 0

4 菊川支店 2 (2) 6 (3) (2) (1) (0)

5 御前崎支店(MP) 1 (1) 0

6 小笠支店(MP) 0 0

7 御前崎中央支店 2 (2) 8 (4) (0) (0) (4)

8 -

9 -

10 -

11 -

12 -

10 (8) 28 (12) (5) (2) (9)

可否

1 掛川支店 開店可 妥　当

2 掛川東支店(MP) 開店可 検討の余地あり

3 大東支店 開店不可 妥　当

4 菊川支店 開店可 妥　当

5 御前崎支店(MP) 開店不可 妥　当

6 小笠支店(MP) 開店不可 妥　当

7 御前崎中央支店 開店不可 妥　当

8 - （選択） （選択）

9 - （選択） （選択）

10 - （選択） （選択）

11 - （選択） （選択）

12 - （選択） （選択）

災害時（9月2日午前8時想定）

掛川支店は平時の在籍人数が多いものの、45人中31人が勤務不可能。母店から他店への応援な
ど全くできず、掛川支店の運営さえもギリギリの状態である。
BS含め、掛川ブロック在籍の役職員の自宅は山間部で土砂崩れ、海沿いは津波被害が想定され
る。通勤経路も土砂崩れも想定されるため、今回の訓練以上に実際の場面では

大津波警報発令の為、津波避難店である当店は開店不可能と判断する。

判断根拠（概要を記入）

ブロック内訓練結果の総評

①各店舗の判断

開店に必要な最低限の人数委が確保できている。

窓口、オペレーションンの経験者が最低限度出勤可能であり、自力での運営可能と判断。

②母店判断構成店

ブロック単位の開店可否判断訓練<２次訓練＞

２次訓練（ブロック全体の判断）

訓練実施店舗 実施内容 報告実施店 報告先

ブロック母店
・ブロック内の各店舗判断の確認
・ブロック全体の営業継続判断

ブロック母店
本部（総務グルー

プ）

【手順３】
ブロック内の
出社可能者数

把握

傘下店からの
報告結果を
転記する

T：トランザクション店
P：プラザ店
MP：マネープラザ店

中遠東部ブロック

【手順２】
ブロック内の
役職員数把握

傘下店からの
報告結果を
転記する

構成店

【手順４】
各店の開店可否
判断の集約と

母店判断

①傘下店からの
　 報告結果を

転記する

②母店としての
判断

【手順５】
母店による
訓練考察

自由に記入
ください

認識した課題

T：トランザクション店
P：プラザ店
MP：マネープラザ店

構成店

役職員数（人）

平　時（8月30日想定）

役職員数（人）

人数が多い支店（母店）の集計に時間を要した。掛川東支店は、テラー2人、後方オペ等が0人、マ
ネージャー1人で開店可能と判断しているが、それ以上の応援者がない為、開店は
不可能と判断する。掛川支店、菊川支店は必要最低限の人数が揃っており開店可能と判断するも
の。掛川ブロックは海沿いの支店もあり、津波避難が急務であり、その他の支店は

当店は津波避難店であり、大津波警報のあるなか開店不可能と判断する。

開店に必要な最低限の人数委が確保できている。

店舗鍵所持ACは出勤可能だが、AC1名では実務に制限もあり成り立たず開店不可能と判断する。

当店役職員、全員が出勤不可能なため、開店不可能と判断。

南海トラフ地震等が実際に起きた場合には、人命優先での判断をする。少人数での開店はリスクを
伴う為、掛川ブロックでは掛川支店、菊川支店を、人員が確保できた場合には
開店とする。また、掛川支店、菊川支店への勤務が可能であれば、傘下店の各役職員はできる範囲
で応援に行く。

「傘下店の出社可能人員」や「傘
下店による開店可否判断」ならび
に「傘下店属性」を踏まえた、ブ
ロック母店としてのブロック全体
の営業継続方針
（注）

可否

1 掛川支店 開店可 妥　当

2 掛川東支店(MP) 開店可 検討の余地あり

3 大東支店 開店不可 妥　当

4 菊川支店 開店可 妥　当

5 御前崎支店(MP) 開店不可 妥　当

6 小笠支店(MP) 開店不可 妥　当

7 御前崎中央支店 開店不可 妥　当大津波警報発令の為、津波避難店である当店は開店不可能と判断する。

判断根拠（概要を記入）

①各店舗の判断

開店に必要な最低限の人数委が確保できている。

窓口、オペレーションンの経験者が最低限度出勤可能であり、自力での運営可能と判断。

②母店判断構成店

当店は津波避難店であり、大津波警報のあるなか開店不可能と判断する。

開店に必要な最低限の人数委が確保できている。

店舗鍵所持ACは出勤可能だが、AC1名では実務に制限もあり成り立たず開店不可能と判断する。

当店役職員、全員が出勤不可能なため、開店不可能と判断。



６.銀行業務継続訓練（２）

現場の判断力向上のため、各拠点において、できるだけシンプルな内容で「従業員とお客さまを守る命のマニュアル」を策定。
発災時における避難のスイッチ、安全な避難ルート等をメンバー全員と共有のうえ、年2回避難誘導訓練を実施するととも
にブラッシュアップを図る。



７．関係機関との連携（１）

3行アライアンス NTTドコモとの共同訓練 地域防災訓練への参加

・2023年1月発足
・各行の防災面だけでなく、総務管財全
般の課題ついて共有
・今後は共同訓練等を検討

・災害協定締結先のドコモ社との共同
訓練を実施（2023年度2回）
・協定の内容、災害時の取組について
関係者および社員への理解促進

・2023年、興津支店（津波避難ビル）
を地域防災訓練に開放



７．関係機関との連携（２）

2024年8月から、各市町社会福祉協議会と営業店が具体的な取組みを開始。
弊行の営業店とその地域との連携強化のため、平時から「顔の見える関係」を構築し、意見交換、地域災害訓練への
参加等を実施。



８.2024年度の取組み

項目 内容

防災セミナーの開催
（9月6日開催）

・役職員の自助・共助意識の強化を図る
・役職員が能登半島地震から実践的学びを得るための機会の提供
・被災状況、支援の実態、被災者の意見、写真等、実際に被災地
に行かれた方から伝えていただく

地域との連携

・社会福祉協議会の開催する災害訓練に弊行営業店が参加
・意見交換および平時からの協力関係構築、災害時の協力体制に
ついて確認
・静岡県危機管理部との地域防災に関する取組みの展開

発災時の初動対応強化

・安否確認
・地域特性、店舗特性を踏まえた営業店の開店可否判断訓練
⇒発災時「優先稼働店舗」の洗い替え（支援協定拠点の見直し）
・新入社員の初動対応習得を図る

ハード面の増強
・津波避難シェルター老朽化に伴う更新・増設（現在は焼津・相良・
下田の各店に設置）

災害時連絡訓練
・通信途絶を想定し、衛星携帯電話の操作習得を図る
・各種手段の複線化・冗長化

ＡＥＤ・救急救命訓練 ・救急救命士による救命処置訓練の継続実施



９.今後の対応事項

項目 内容

規程

非常事態対策要綱「南海トラフ地震臨時情報」への対応

暫定対応として「警戒宣言発令」を「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」と読み替え。
2024年8月の「南海トラフ地震臨時情報」における対応等参考にしながら、柔軟に対応できるよう訓
練を通じて実践力を高めていけるよう取組中。

設備

津波避難シェルターの入れ替えを検討

現在、下田支店・焼津支店・相良支店に設置しているが、
導入から10年近く経過していることから、新しいシェルター（写真）
への入れ替えを検討するもの。
2024年8月には、伊豆地域の営業店へ現地調査を実施。
未設置の営業店についても設置の必要性を調査。

備品

2023年4月、「水の架け橋ネットワークシステム」に参加（発災時における地域支援用飲料水としての利
用を想定）
本部および各拠点に配備している備蓄品についても充実を図っていく

発泡スチロールをポリウレアでコーティングしており、浮力、衝撃力、耐久性、通気性に優れる



１０．過去に実施した「防災セミナー」

開催時期 内容

2020年9月
「死なないための防災対策」

講師：高荷智也氏（ソナエルワークス）

2021年9月
「組織の人命を守る」
講師：永野海氏（弁護士・防災士）

2022年9月

①「組織の人命を守るⅡ」
講師：永野海氏（弁護士・防災士）

②「災害から命を守るために 対策と避難のSwitch」
講師：阿部郁男氏（常葉大学社会環境学部 教授）

2023年1月
「温故知新と居安思危で南海トラフ地震での事業継続を」
講師：福和信夫氏（名古屋大学名誉教授 あいち・なごや強靭化共創センター長）

2023年9月

「釜石の子どもたちから静岡のおとなたちへ」 ～時空を超えたいのちのメッセージ～

講師：菊池のどか氏 × 永野海氏

※本件は内閣府「災害への備え」コラボレーション事業の一環として実施

2024年9月

「防災における地域共創を目指して」
講師：鈴木貴也氏（静岡県社会福祉協議会）

中川琳氏（静岡新聞社会部記者）
永野海氏（弁護士・防災士）



能登半島地震の被災地を視察しました（2024年8月）



災害用備蓄飲料水 ＋ 相互支援ネットワークシステム

災害用備蓄水 ＋ 相互支援ネットワークシステム

株式会社UACJ 新領域開発部

【ご照会先】

株式会社静岡銀行
総務グループ 八鍬（ﾔｸﾜ）

yakuwa.haruyasu@jp.shizugin.com

054-345-9260

mailto:yakuwa.haruyasu@jp.shizugin.com


2024

2021

2023
2022

1

製品サービス・事業理念

「引き出された素材の力」で、持続可能で豊かな社会の実現に貢献する
「水の架け橋」
事業理念

圧倒的なアルミの優位性で「備蓄水はアルミ缶」の新常識を広めるミッション

3月 事業化審議会 通過

7月 製品プレスリリース

8月 「水の架け橋」備蓄水の
販売開始

「水の架け橋ネットワーク」
サービス開始

4月

4月 起案「UACJ Innovators」

発売開始から
約2年

現在

相互支援ネットワークシステム付き
賞味期限12年備蓄水

備蓄情報をデータベース化・共有

✓ 加入者の在庫量が分かる
✓ 被災時は支援要請を出せる



解決したい社会課題

課題①

課題②

災害用備蓄水の長期的な購入費の削減

災害用備蓄水の長期的な維持費（交換・配布・廃棄）の削減

課題③ 脱プラ推進・循環型社会貢献（PETボトル:海洋プラごみの発生原因の抑止）

課題④ 災害時の飲料水不足の不安解消

課題⑤ 民間の備蓄不足の改善 （「自助」機会の創出）

課題⑥ 民間の「ともに助け合う」手段の提供 （「共助」機会の創出）

自助

共助 公助

防災対策3要素

「水の架け橋」は
2要素にアプローチ

2

備蓄水 保管推奨

1人3L x 3日分 = 9L

（消防庁ガイドライン）

更に
+10%

（自治体によっては
外部の帰宅困難者向け

として）

多発する災害
超大型台風・富士山噴火・首都直下型地震・南海トラフ地震 etc



• 「NW」稼働開始日（2023/4/20）採用第1社目として加入。
2022年8月の台風15号の被災経験から、地域社会への貢献・広域連携へ活用

• 他地銀様、防災面で連携されている金融機関様・周辺事業者様にご紹介いただいております。

お取引先様との価値共創（静岡銀行様）

3



渉外

4

奥村奈津美様 Youtubeチャンネル（自主的にご紹介いただきました）

アルミ協会 PR誌

防災セミナーでのノベルティ配布

被災地への救援物資の提供機会創出

撮影：奥村奈津美 様



➢世界150か国・地域、25の国際機関の参加を目指す。

➢持続可能性に配慮された施設・物品の「無償提供の募集」に賛同
● パビリオン会場内でのフリードリンク “ PETボトル以外が望ましい“
● 一般来場者のための、帰宅困難者対策備蓄物資
● 万博のロゴを使用できる、宣伝として使用可能

➢内定内容
● 23年秋 IPM会議向け

（参加国や国際機関が出展準備の情報提供を行う会議）
● 24年秋 帰宅困難者対策用。本大会向け。

渉外 大阪万博

5

➢ 大阪万博での備蓄水に「採用」



「水の架け橋」備蓄水とネットワークで
業種・官民を超えて万が一に備える
市区町村様・企業様・事業者様を

募集しております。

ご加入お待ちしております。

6



株式会社UACJ 概要

7

2013年 古河スカイ株式会社と

住友軽金属株式会社が合併して誕生した

世界で3番目に大きいアルミ圧延会社です。



株式会社UACJ 沿革

8
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